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 本論文は、第 1 章において研究の背景、目的および全体の構成を述べ、さらに、アメリカ合衆国
におけるパートナーシップ課税を取り上げる理由について述べている。次に、先行研究のレビュー
として、第 2 章から第 3 章にかけて組合課税に関するわが国の議論および裁判例の検討を行ってい




 第 1 章は、わが国における法人税の納税義務者について確認した上で、研究の背景、研究の目
的、全体の構成およびアメリカ合衆国における Limited Partnership(以下:LPS とする)をはじめと
するパートナーシップならびに Limited Liability Company(以下:LLC とする)の租税法上の取り
扱いを研究する意味について説明している。 





























 さらに、パートナーシップ該当性の議論に関する歴史的背景を整理した後、Castle Harbour 事
件と呼ばれる裁判例について検討されている。本判決では、パートナーやパートナーシップへの適
格性について着目した場合は、Commissioner v. Culbertson 合衆国最高裁判決(以下:Culbertson











個人的な債権者から保護する実体保護(entity shielding)という概念に照らした場合、LLC は LPS
よりも強い実体保護を有していることを述べている。 




















 第 7 章は、租税条約に関するパートナーシップの取り扱いについて検討している。租税条約に
おいて、パートナーシップは法人に該当するかどうかによって条約の特典を享受する者が異なるこ
ととなる。本論文では、特に、ハイブリッド事業体に係る損失の否認について定めた I.R.C.§






















たものである。その結果、A4 で 220 頁に及ぶ大作となっている。本論文提出者（以下、著者と呼
ぶ）は、学部学生のときは、管理会計を専攻しており、本研究科博士課程前期においてはじめて、
法学、特に、租税法に関する法律や裁判所の判決を検討することになった。租税法の論文を指導し、
研究させるためには、本来、法学の基本的科目である民法や商法・会社法などの理解が必要となる
のであるが、著者は、博士課程前期に入学して以来、法律文献や判決にひじょうに熱心に取り組み、
自らの努力で法的思考を身につけたといえる。 
 さらに、もともと、わが国の法学の世界では、明治以来の法の継受のため、外国法との比較法的
研究が研究の基礎をなすものであるが、近年は、経済の国際化、グローバル化が進んでおり、組合
課税の裁判においても、外国に設立した組合（partnership）の事案が出てきており、わが国の組合
課税との比較法的研究が重要であるとともに、判決などの研究のためにも、アメリカ合衆国のデラ
ウエア州法など、直接、外国法の理解が必要となっている。そのため、著者にとっては、博士論文
の執筆のために、組合に関する合衆国の州法などの理解や、合衆国裁判所の難解な判決を理解し、
検討することが不可欠であった。著者は、アメリカ法（州法）に関する条文や判決、さらには、そ
れに関する論文などを渉猟している。 
 
6 論文の評価 
 上述した、「5 論文の特質」について述べたように、著者の論文は、租税法の関わるわが国の組
合に関する民法などの規定や裁判所の判決の分析を行うとともに、わが国の裁判事案に現れるアメ
リカ合衆国の組合法（partnership law）についても研究を深めている。組合に関する数々の判決が
あるため、わが国の評釈等の文献は少なくないが、著者のようにアメリカ合衆国の組合法や裁判所
の判決を、独自の努力で読みこなし、論文に引用するものはまれであり、20 万字に及ぶ著者の論文
はおおいに評価してよいと思われる。著者は、研究の過程で、本学部の「経営学論集」に数点、掲
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載する計画を立て、地道に実践してきたのは、研究者としての素質もそなえているものとして、今
後の活躍に期待される。なお、副題に示されるように、本論文は、アメリカ租税法や、アメリカ州
法の研究が主であるものであるが、この研究を基礎にして、今後のわが国の組合課税、さらには、
租税法全般についても、役立ててもらいたいと思う。 
  
7 論文の判定 
 本学位請求論文は、経営学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたものであり、
本学学位規程の手続きに従い審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合格したので、博士(経
営学)の学位を授与するに値するものと判定する。 
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